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2013年 6月 

経団連事業サービス 

 

 

「リスクマネジメント講座」開催のご案内 

  この講座では、企業が抱えるリスクに迅速・適切に対応するために、必須のテーマを取り上げ、そ

れぞれの分野に精通した講師の豊富なご経験に基づく講義と最新情報を提供いたします。 

  社内のリスクマネジメント体制の見直しや改善のポイントを整理いただく機会として、是非、役員・管理

職・担当者の皆様にご参加いただきたくご案内申し上げます。 

【開催日程、テーマ、担当講師一覧】  時間はいずれも 14：00～16：30  （講義概要は、別紙１参照） 

開催日 経団連会館 テーマ 講 師 申込締切 

第１回 8月 7日（水） 404号室（4階） 「企業不祥事」    伊 藤 鉄 男 弁護士 7/22（月） 

第２回 8月21日（水） 404号室（4階）                                「総務対応 」  木目田   裕 弁護士 8/5（月） 

第３回 9月 4日（水） 404号室（4階） 「情報漏洩 」 梅 林    啓 弁護士 8/19（月） 

第４回 9月11日（水） 404号室（4階） 「訴     訟」 山 本 憲 光 弁護士 8/26（月） 

第５回 9月18日（水） 404号室（4階） 「企業不祥事」    渋 谷 卓 司 弁護士 9/2（月） 

第６回 9月25日（水） 404号室（4階） 「海外進出 」    森 本 大 介 弁護士 9/9（月） 

第7回10月2日（水） 405号室（4階） 「ｲﾝｻｲﾀﾞー 取引」    木目田   裕 弁護士 9/17（火） 

   

講    師  西村あさひ法律事務所 弁護士（詳細 別紙 1参照） 

対   象  企業・団体の役員、管理職、担当者 

定    員 30名（先着順、当日の代理出席は可） 

参 加 費 

（１名様分、消費税込） 

 全講座一括参加（割引有）  157,500円（全 7講座一括参加費） 

  １講座のみ参加    26,250円   

 

［申込要領］ ①別紙2「参加申込書」に必要事項をご記入のうえ、各回申込締切日までに、ＦＡＸにて 

        お申込みください。申込書受領後、請求書をご送付いたします。(定員になり次第締切) 

        

       ②参加費は、請求書記載の銀行に、開催日前日までにお振込ください 

        なお、振込手数料につきましては、ご負担願います 

        

       ③キャンセル料（１名分）：（但し、日数は営業日。土日祭日は日数に含まれない） 

        申込締切日の翌日から開催日の 2日前までは、5,250円（税込）を申し受けます 

        開催日前日・当日のお取消しは、参加費全額を申し受けます(配付資料等は後日送付) 

 

［本件問合せ先］  

  経団連事業サービス研修グループ（木内、望月） TEL：03-6741-0042 FAX：03-6741-0052 
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（別紙１） 

「リスクマネジメント講座」講義概要（案） 

 

第１回 2013年８月７日（水）14:00～16:30  経団連会館・４０４号室 

企業不祥事 演題「実例・企業不祥事対応～初期対応・メディア対応を中心に」 

講 師: 西村あさひ法律事務所 弁護士  伊 藤 鉄 男 氏 

＜概要＞ 

 こんにち不祥事防止策（リスクマネジメント）を推し進めていない企業は存在しないでしょう。それでも企業

不祥事は一向に跡を絶ちません。組織に不祥事はつきものなのです。ですから、防止策の推進と併せて

不祥事が発覚した際の対策（クライシスマネジメント）を講じておくことが不可欠なのです。特に、初期対応

を誤るとボヤで済むものが大火事になってしまいます。また、メディア対応も極めて重要で、企業の存亡に

影響することすら珍しくありません。 

 本セミナーでは、検事生活約 36年、弁護士生活 2年余の経験をもとに、実例を取り上げながら、初期対

応・メディア対応等を中心に企業の不祥事対応のあり方について解説します。 

 

 [略歴]  

 伊藤 鉄男（いとう てつお） 

 1971年中央大学法学部卒業。1975年検事任官。2001年東京地検特捜部長、2007年東京地検検事正、  

 2009年最高検次長検事、2010年 12月退官。 

 2011年４月弁護士登録。西村あさひ法律事務所入所(オブカウンセル)。山梨学院大学法科大学院教授。 

 

 

第２回 201３年８月２１日（水）14:00～16:30  経団連会館・４０４号室 

総務対応 
演題「従業員の違法行為に対する使用者責任、政治献金・選挙応援、 

   総会屋・反社会的勢力を巡るリスク」 

講 師: 西村あさひ法律事務所 弁護士  木目田  裕 氏 

＜概要＞ 

 本セミナーでは、実務上、総務担当者から相談を受けることの多い種々の事項について、具体例を取り

上げて解説します。 

  例えば、従業員が社名を悪用して詐欺行為を行った場合の留意点、政治家から講演会名簿の作成に協

力するよう求められた場合の留意点、政治家や公務員等との付き合いにおける留意点(インターネット選挙

運動の解禁を含む)、取引先から不当要求を受けた場合の留意点などです。 

   

 [略歴]  

木目田 裕（きめだ ひろし） 

 1991年東京大学法学部卒業。1993年検事任官。東京地検特捜部検事、米国ノートルデイム・ロースクー

ル客員研究員、法務省刑事局付(総務課・刑事課)、金融庁総務企画局企画課課長補佐等。2002年 7月退

官。 

 同年８月弁護士登録。西村総合法律事務所(現西村あさひ法律事務所)入所。2005年１月よりパートナー。 

 企業不祥事対応等の危機管理、訴訟、金融機関規制法等に取り組む。株式会社大庄 社外取締役。楽天

証券株式会社 社外取締役。 
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第３回 2013年９月４日（水）14:00～16:30  経団連会館・404号室 

情報漏洩 演題「従業員による情報漏洩、情報流出がもたらすリスク」 

講 師: 西村あさひ法律事務所 弁護士  梅林  啓 氏 

＜概要＞ 

 企業の保有する重要な技術情報や営業情報が、従業員によって不正に持ち出され、外部に流出したり、

競合他社によって密かに使用されてしまうと、企業の競争力は、知らず知らずのうちに阻害されてしまいま

す。その情報が顧客情報等の個人情報の場合には、情報管理に関する企業の信頼も失墜してしまいます。

本セミナーでは、このような情報流出の事例分析と、その対処が法的に難しいという現状を解説するととも

に、なぜ従業員が情報を持ち出すのかにつき、「動機」「機会」「正当化」から構成される「不正のメカニズ

ム」という新しい観点から分析し、その対策を解説します。 

 

 [略歴]  

梅林 啓（うめばやし けい） 

 1989年東京大学法学部卒業。1991年検事任官。東京、福岡、横浜、静岡、千葉地検検事、法務省刑事局

付、法務省大臣官房秘書課付。その間、1996 年東京地検特捜部検事、1999 年在イギリス日本国大使館一

等書記官(外務省出向)、2005年内閣官房副長官秘書官。2007年２月退官。 

 同年３月弁護士登録。西村あさひ法律事務所入所。2010年１月よりパートナー。 

 主として一般企業法務、コンプライアンス、企業不祥事にかかる危機管理案件等に取り組む。 

 

 

第４回 201３年９月１１日（水）14:00～16:30  経団連会館・４０４号室 

訴 訟 演題「責任追及訴訟・株主代表訴訟」 

講 師: 西村あさひ法律事務所 弁護士  山 本 憲 光 氏 

＜概要＞ 

 内部統制システム（リスク管理システム）の考え方が企業社会に浸透するのと並行して、役員の善管注意

義務違反（監視・監督義務違反）を理由として責任追及訴訟、株主代表訴訟が提起される例が増えていま

す。 

 特に、金商法や独禁法における課徴金制度の導入や、金商法における虚偽記載の場合の損害推定規定

の導入は、株主や投資家による代表訴訟提起のインセンティブともなっています。また、ＭＢＯにおける株

式取得価格決定等、経営陣ないし支配株主と尐数株主との利益相反も、代表訴訟提起を促す大きな要因

となりつつあります。また、企業の役員の責任を追及する傾向は、刑事責任の分野にも及んでいます。 

 そこで、本セミナーでは、役員の義務と責任に関する制度の基本と、上記のような最近の傾向のいずれを

も踏まえて、企業における責任追及訴訟・株主代表訴訟リスクへの対処法につき解説します。 

 

[略歴]  

山本 憲光(やまもと のりみつ) 

 1993年東京大学法学部卒業。1995年検事任官。東京地検検事、法務省民事局参事官室局付検事等を

歴任し、2006年 3月退官。 

 同年４月弁護士登録。西村あさひ法律事務所入所。2011年１月よりパートナー。 

 法務省民事局在任中は、商法改正、会社法制定等に携わる。現在は主として、企業法務一般、株式買取

請求等の会社関係訴訟案件のほか、コンプライアンス、企業不祥事等にかかる危機管理案件などに取り組

む。 
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第５回 2013年９月１８日（水）14:00～16:30  経団連会館・４０４号室 

企業不祥事 演題「役職員による不正発覚時における初動対応と留意すべきポイント」 

講 師: 西村あさひ法律事務所 弁護士  渋 谷 卓 司 氏 

＜概要＞ 

 役職員による不正・不祥事は、程度の差こそあれ、いついかなる企業にも発生し得るものであり、その発

覚と同時に、迅速適確かつ多角的な対応が求められます。企業がその対応を誤れば、無用の経済的損失

やレピュテーションダメージ等を被ることにもなり、回復し難い損害の発生や事態の混迷を招くことになりか

ねません。そうした事態に至るリスクを最小化するためには、将来考えられる様々な問題や手続を念頭に

置いて対処することが必要になります。 

 そこで、本セミナーでは、想定事例を用いながら、役員・従業員の不正発覚時に企業が直面する主要な

問題、特に、事実調査、社内処遇（給与や処分）、刑事・民事責任追及等、各局面で留意すべきポイントを

具体的に解説します。 

 

 [略歴]  

渋谷 卓司（しぶや たかし） 

 1990年慶應義塾大学法学部卒業。2004年ジュネーブ国際大学経営学修士課程修了(ＭＢＡ)。1992年検

事任官。東京地検特捜部等で検察実務に従事したほか、法務省刑事局付(刑事法制課・国際課)、在ジュネ

ーブ国際機関日本政府代表部一等書記官(外務省出向)等を歴任し、2010年 3月退官。 

 同年 4月弁護士登録。西村あさひ法律事務所入所。2013年１月よりパートナー。 

 主として、国内外における企業不祥事等にかかる危機管理、コンプライアンスを中心とする企業法務に取

り組む。 

 

第６回 201３年９月2５日（水）14:00～16:30  経団連会館・４０４号室 

海外進出 演題「海外進出に伴うリスクと危機管理」 

講 師: 西村あさひ法律事務所 弁護士  森 本 大 介 氏 

＜概要＞ 

 日本企業の海外進出が増加するのに比例し、海外でトラブルに巻き込まれる例が増えています。代表的

なのは、価格カルテル、PL訴訟や贈賄防止法規違反などあり、日本企業が海外当局に対して巨額の罰金

を支払うことになったり、あるいは、従業員が拘禁刑に処せられたりするセンセーショナルな事案は記憶に

新しいでしょう。その他にも訴訟･紛争を提起されたり、取引を巡るトラブルに巻き込まれたりと、海外事業展

開には不可避的にリスクが付随するのが実態です。 

 そこで、本セミナーでは、このような海外進出に伴う企業リスクと危機管理について近時の具体的な実例

を踏まえて解説するとともに、かかるリスクを軽減するための事前の予防策、また、万が一リスクが顕在化し

た場合の対処方法について、最新のガイドラインや実例を踏まえつつ解説します。 

  

[略歴]  

森本 大介（もりもと だいすけ） 

 2000年東京大学法学部卒業。2001年 10月弁護士登録。西村総合法律事務所(現西村あさひ法律事務

所)入所。2011年１月よりパートナー。 

 2005年九州大学ビジネススクール客員助教授。2007年ノースウエスタン大学ロースクール卒業(LL.M.)。

2008年ニューヨーク州弁護士登録。2007年～2008年 Kirkland & Ellis LLPにて研修。 

 国内外のM&Aや提携案件、FCPA対応等のクロスボーダーの危機管理案件を中心に、会社法などビジ

ネスロー全般に取り組む。 
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第７回 201３年10月2日（水）14:00～16:30  経団連会館・４０5号室 

ｲﾝｻｲﾀﾞｰ取引 演題「近時のインサイダー取引規制をめぐる状況と実務上の留意点」 

講 師: 西村あさひ法律事務所 弁護士  木目田  裕 氏 

＜概要＞ 

 昨年の公募増資インサイダー問題や、それを受けて立法化された重要情報提供行為の処罰化、

経済産業省元審議官のインサイダー取引事件(新聞報道と公表)など、近時のインサイダー取引規制

をめぐる状況と実務上の留意点を解説します。 

 なお、｢決定事実｣の成立時期や、インサイダー取引防止態勢(役職員の自社株売買等の事前許可

やチャイニーズウォール等)といった従前来の論点は、今回は取り上げず、ご質問があればご説明す

るようにしたいと考えております。 

  

 [略歴]  

木目田 裕（きめだ ひろし） 

 1991年東京大学法学部卒業。1993年検事任官。東京地検特捜部検事、米国ノートルデイム・ロースクー

ル客員研究員、法務省刑事局付(総務課・刑事課)、金融庁総務企画局企画課課長補佐等。2002年 7月退

官。 

 同年８月弁護士登録。西村総合法律事務所(現西村あさひ法律事務所)入所。2005年１月よりパートナー。 

 企業不祥事対応等の危機管理、訴訟、金融機関規制法等に取り組む。株式会社大庄 社外取締役。楽天

証券株式会社 社外取締役。 

以 上 
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（別紙2） 

送信先： FAX０３－６７４１－００５２         経団連事業サービス 研修グループ  望月 行 

「リスクマネジメント講座」参加申込書 

御社名（ﾌﾘｶﾞﾅ）   

所在地 〒 

ご参加者 

＊ご参加に際し事前にメー

ルでご連絡をさせていただ

きますので、申込書所定欄

にメールアドレスのご記入

をお願いいたします 

部署名：  

役職名： 

ご芳名： 

T E L： 

F A X： 

Ｅ-mail：  

ご連絡担当者 

（ご参加者と異なる場合 

のみご記入ください） 

 

＊ご参加に際し事前にメー

ルでご連絡をさせていただ

きますので、申込書所定欄

にメールアドレスのご記入

をお願いいたします 

部署名：  

役職名： 

ご芳名： 

T E L： 

F A X： 

Ｅ-mail： 

ご参加回と参加費 

＊１名様分、税込 

 
該当項目の□欄に 

チェック願います 

 □ 全7回参加  157,500円 

 個別参加 ※ご参加回の□にチェック願います  

  □第１回  8/ 7（水）      □第２回  8/21（水） 

  □第３回  9/ 4（水）      □第４回  9/11（水） 

  □第５回  9/18（水）      □第６回  9/25（水） 

    □第 7回  10/2（水） 

計：1回  26,250円 ×   回分  計     円  

 

＊参加費のお支払方法：参加申込書受領後、「請求書」をお送り申し上げます 
・お預かりしました個人情報は、経団連事業サービスの個人情報保護規程に基づき、安全かつ適正に管理いたします 

・ご記入いただいたメールアドレス宛に、経団連事業サービスよりセミナー等のご案内させていただきたく存じます 

 ご不要の方は□にチェックをお願いいたします    □ 案内メール不要                   HP 


